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《要 約》
1 人当たり所得の水準が同じ時点でみると，韓国，中国など北東アジア諸国と比較して，マレーシア，

タイなど東南アジア諸国の経済成長率は低い。その原因として，輸出や産業構造の高度化の差異が考

えられる。本論文前半では，各国の貿易高度化指標を作成し，素材・部品・消費財といった各生産ステー

ジ内の高度化と各ステージ間の輸出シェアの変化による高度化に分解して分析した。両地域とも 1990

年代以降一貫して生産ステージ内の高度化が進んでいるが，東南アジア諸国においては，2000 年代以

降，生産ステージ間では退化がみられた。後半では，アジア国際産業連関表を技術水準別財区分に変換

したうえで，付加価値貿易分析を行った。輸出比率を比較すると，ハイテク財の輸出比率と付加価値

ベースの輸出比率の間に大きな乖離があることが明らかになった。また，輸出のうち海外に漏出する

付加価値の割合を示す VS シェアを見ると，東南アジア諸国の VS シェアは高く，東南アジア諸国は北

東アジア諸国が供給する中間財に強く依存する一方で，下流から上流産業に向けて輸出構造が高度化

する雁行型の産業発展は明確にはみられない。
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おわりに

は じ め に

その目覚ましい成功が世界銀行［1994］の「東

アジアの奇跡」によって分析され，脚光を浴び

てから 20 年あまり，東アジアの経済発展は転

換点を迎えているようにみえる。タイでは

2010 年代に入って経済成長率が低迷し，中国で

は一時 10 パーセントを超えていた経済成長率

が 6 パーセント台にまで低下してきている。東

アジアの経済成長の鈍化についての議論の中心

にあるのが，いわゆる「中所得国の罠（middle-

income trap）」の概念で，ギルらによって提示さ

れて以来［Gill and Kharas 2007］，国際機関や東

アジアの発展途上国政府によって盛んに取り上

げられてきた。

なかでも，北東アジアと比較して東南アジア

では中所得国の罠の議論がより真剣に行われて

いる。マレーシアを例に挙げると，2010 年に発

表した新経済モデル（New Economic Model:
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NEM）のなかで，その策定を主導した国家経済

諮問評議会（National Economic Advisory Council:

NEAC）は，マレーシアは中所得国の罠に陥っ

ていると認めている［NEAC 2010, 59］。また，タ

イでは近年経済成長率が大きく低下し，中得国

の罠から逃れることを長期的な目標の 1 つとし

て，東部臨海経済開発計画（Eastern Economic

Corridor）を開始している。

こうした東南アジアでの中所得国の罠の議論

の盛り上がりの 1 つの要因は，東南アジア諸国

連合（Association of Southeast Asian Nationas:

ASEAN）の 4 カ国（インドネシア，マレーシア，

タイ，フィリピン）が中所得国の段階にあり，特

にマレーシアとタイは上位中所得国に位置し，

高所得国入りを目指す位置にあることによる。

加えて，すでに高所得国入りを達成した東アジ

アの日本，韓国，台湾などの国・地域や，特に

2010 年代には年率 10 パーセントを超えるよう

な超高成長を続けてきた中国と比較して，東南

アジアの経済成長率が全般的に低いものになっ

ているという認識がある。

実際，1 人当たり所得が同程度の時点での 10

年平均での 1 人当たり所得の成長率を国別に比

較してみると，この認識は基本的に正しいこと

が分かる。図 1 は，横軸に対数を取ったドル建

ての 1 人当たり GNI の水準を，縦軸には 10 年
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図 1 各国の所得水準と経済成長率の関係（1970 年代～2000 年代）

（出所）戸堂［2015］図 5-2 を参考に World Development Indicators および UNComtrade データベースより筆者計算。



間の平均での 1 人当たり GNI の成長率をとっ

たものである。データは 1970 年から 2010 年の

もので，線で結ばれている 4 つの点は，1970 年

代，1980 代，1990 年代，2000 年代の各国の所得

水準と成長率の関係を示している。

この図からは，韓国，中国の北東アジアの各

国については，中所得時点では 1 人当たり国民

所得（Gross National Income: GNI）が 7～10 パー

セントという高成長を記録している(注1)一方で，

成長が停滞していたフィリピンを除いたとして

も，マレーシア，タイ，インドネシアの 1 人当

たり GNI の伸びが 5 パーセント以下にとど

まっていることが分かる。これは，中所得国の

段階で 10 年平均でもマイナス成長が散見され

るラテンアメリカの国々（ブラジル，アルゼンチ

ン，チリ，ペルー）よりは高いものの，北東アジ

ア各国に比べると明らかに低い。

本論では，東アジア各国の産業高度化が，

1990 年代以降どのように進展（停滞）している

のかについて，北東アジア（韓国，中国，日本）

と東南アジア（マレーシア，タイ，インドネシア）

の差違に注目しながら検証する。最初に貿易

データによる分析では，貿易構造の高度化指標

を，素材・部品・最終財といった各生産ステー

ジ内での高度化とステージ間での高度化に要素

分解することで，雁行形態的な側面から，貿易

構造がより洗練された財へシフトしているかど

うかを検証している。続いて，技術水準の視点

から貿易構造の高度化を分析するために，国際

産業連関表を用いて付加価値ベースの輸出比率

を推計する。付加価値ベースの輸出比率を推計

する理由は，東アジアでは工程間分業が進展し

輸出を行うためには多くの部品・中間財を海外

から輸入する必要があり，輸出額と創出される

付加価値額がしばしば大きく異なるためである。

本論では，垂直貿易の指標である VS シェア，

VS1 シェアを用いて，輸出によって国内で発生

する付加価値と海外で発生する付加価値の関係

について分析する。

本論は，以下のように構成される。第Ⅰ節で

は，中所得国の罠に関する議論について先行論

文を整理し，東アジアについては産業高度化の

失敗への懸念が強いことを示す。第Ⅱ節では，

主に輸出の洗練度を示す指標を用いて，東アジ

アにおける貿易面での産業高度化がどのように

進展（停滞）してきたのかを示す。第Ⅲ節では，

国際産業連関表を用いて東アジア諸国の貿易構

造を技術水準の視点から比較する。おわりに，

で本論の分析結果をまとめ，その背後の理由に

ついて考察する。

Ⅰ 先行文献の整理

コーリー等は中所得国の罠を「低所得・低賃

金経済と製造業品の輸出で競争することができ

ず，ハイスキルのイノベーションでは先進国と

競争できない」状態と定義した［Kohli, Sharma

and Sood 2011］。このような，中所得国が高所得

国と低所得国の板挟みにあって行き場を失うと

いう議論は直感的には分かりやすい。

中所得国の罠についての代表的な研究のうち，

フェリペは 1990 年時点の所得水準で 2000 米ド

ル以下を低所得国，2000 米ドルから 7250 米ド

ルを下位中所得国，7250 米ドルから 1 万 1750

米ドルを上位中所得国，それ以上を高所得国と

定義したうえで，過去に各国が何年で直近上位

の所得カテゴリーに移行したのかについて中位

値を計算し，移行に一定以上の期間を要してい
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る国を「中所得国の罠」に捕らわれていると定

義した。下位中所得国では，上位中所得国への

移行に 28 年以上（1 人当たり所得の成長率が年平

均 4.7 パーセント未満）要した場合，上位中所得

国では，高所得国への移行に 14 年以上（同 3.5

パーセント未満）要した場合，中所得国の罠に捕

らわれていると定義される［Felipe 2012］。

この定義に従えば，2010 年時点で 35 カ国が

中所得国の罠に陥っており，マレーシアとフィ

リピンは東アジアの中で中所得国の罠に陥った

国とされている。マレーシアは 2010 年の時点

で，15 年間上位中所得国に，フィリピンは 34

年間下位中所得国のカテゴリーにとどまってい

るためである。

一方，アイケングリーン等は中所得国の「経

済の減速」を以下のように定義した。(1)減速

前の経済成長率が年率 3.5 パーセント以上であ

る，(2)減速前と減速時の経済成長率の差が 2

パーセント以上あること，(3)対象国の所得が

2005 年 基 準 で 1 万 ド ル 以 上 あ る こ と
［Eichengreen, Park and Shin 2013］。ある時点を

境に前後 7 年の経済成長率を比較するこの手法

によれば，東アジアでは，マレーシア，台湾，

韓国などが，アジア通貨危機前後に「経済の減

速」を経験しているとされる。

中所得国の罠が生じる要因としては，様々な

ものが考えられる。アゲノールは中所得国の罠

が生じる要因として，(1)物的資本の収穫逓減，

(2)安価な労働力と模倣機会の消失，(3)低質な

人的資本，(4)歪んだインセンティブと人的資

本の誤った配置，(5)先進的インフラへのアク

セスの欠如，(6)金融へのアクセスの欠如，(7)

所得分配の不平等，をあげている［Agénor 2017］。

なかでも，中所得国となって賃金が上昇し低所

得国との競争が不利になる一方で，技術的能力

や生産性などの面で高所得国と互角に競争でき

ないことが成長率低下の大きな原因である。し

たがって，人的資本などを含む技術的能力や生

産性に影響を与える要因に着目する必要がある。

一方で，東アジア各国で懸念されている中所

得国の罠については，多くの論文で「産業高度

化の失敗」がその原因として想定されている。

例えば，大野は ASEAN 各国の産業発展につい

て，「地場の中小企業が存在するが外資の指導

が必要な状況」と「地場企業が高品質な財を生

産するための経営・技術を獲得した段階」の間

に「ガラスの天井」があり，人的資本の継続的

な高度化の失敗が中所得国の罠の原因になって

いると指摘した［Ohno 2009］。ユスフ・鍋嶋は

産業連関の弱さとイノベーション能力の不足に

より，マレーシア・ペナンは産業高度化，多様

化に失敗していると結論している［Yusuf and

Nabeshima 2009］。他方で開発途上国の持続的

な発展にとって，産業高度化や輸出構造の高度

化が重要な役割を果たすことが明らかになって

いる。

ラルは，比較優位の決定における技術習得能

力の重要性を強調する「ケーパビリティ・アプ

ローチ」の視点から，経済成長には輸出構造の

高度化が不可欠であると述べた。その理由とし

て，第 1 にハイテク財を含む技術集約的な輸出

構造は，高い市場の成長性，学習機会，高度化

の余地，他活動へのスピルオーバーなどの面で

優位である。第 2 に，輸出構造は，過去に蓄積

された学習，集積，制度，ビジネス文化などに

よって影響を受けるため経路依存的であり，変

化させるのは難しい。また，技術を習得する過

程では，外部性，コーディネーションなどの市
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場の失敗が発生するため，政府による市場介入

が必要である。

ラルは，これらの仮説を踏まえて，輸出デー

タを技術水準別に分類して，1985～98 年の期間

における輸出成長率を比較した。その結果，開

発途上国では一次産品や資源加工の輸出成長率

が最も低く，技術水準が高度化するほど輸出成

長率が高くなることが明らかになった［Lall

2000］。

同様な問題意識から，ハウスマンを中心とす

るハーバード大学の研究者達が新たな分析手法

を使って世界各国の輸出構造について分析した。

ハウスマン等は，輸出国の所得データを使って

各輸出財の洗練度を表す指標（PRODY）を作成

し，続いて PRODY を使って国全体の輸出構造

の洗練度を表す指標（EXPY）を計算した
［Hausmann, Hwang, and Rodrik 2007］。その結果，

初期時点の EXPY が高く洗練度の高い財を多

く輸出する国ほど，それ以降の経済成長率が高

くなることが明らかになった（具体的には，

1992～2003 年のデータを用いて，EXPY が 10 パー

セント高いと経済成長率が 0.5 パーセント高まり，

さらに 1962～2000 年のデータを用いて同様の分析

を行うと，経済成長率が 0.14～0.19 パーセント高ま

るという結果を得ている）。さらにフェリペ等は，

中所得国の罠の視点から，高所得国へと移行し

た国々の（移行時の）輸出構造の洗練度や多様

化のレベルは中所得国の罠に陥っている国々よ

りも高いことを明らかにした［Felipe, Abdon,

and Kumar 2012］。

他方，ハウスマンとクリンガーは，プロダク

トスペースという概念を導入して，輸出構造の

経路依存性について検証した［Hausmann and

Klinger 2007］。顕示比較優位（RCA）に関する

データを使って財同士の関連性や近接性を計測

した結果，財の比較優位は相互に関連性が強く

近接性が高い財へと移転していくため，近接す

る財が周りに多く存在するような財に特化しな

いと，輸出のより高度な財への移行がスムーズ

に進まず，経済発展に困難をもたらすことが示

された。通常，密度が高く他財との関連性が強

いのは機械，金属製品，化学などの製造業であ

り，反対に未加工の農産品などは密度が低い。

以上のように，中所得国の罠については様々

な原因が考えられる。なかでも技術習得能力に

影響を与える人的資本などの継続的な高度化の

失敗が本源的な原因であるという指摘には説得

力があるように思える。一方，輸出構造は技術

習得能力などの影響を受けるものの，それ自体

の高度化が経路依存性を通じて経済成長に影響

を与えるという指摘は重要である。本論では，

後者の因果関係に焦点をあて，東アジアにおけ

る輸出構造の高度化について検証を行う。特に

北東アジアと東南アジアの輸出構造を比較して，

両者の間に明確な差があるかどうか明らかにし

たい。

Ⅱ 貿易からみた産業高度化

1．PRODY・EXPY

財の高度化のレベルを示す分かりやすい指標

として輸出単価（Unit Price）がある。財の価格

は革新性を反映しており，輸出単価の高い財ほ

ど高度な財であるという想定にはある程度の妥

当性がある。また，高度な財ほど価格競争が厳

しくないため時系列でみて価格の低下が緩やか

であると考えることもできる(注2)。

ただし，必ずしもすべての財・すべての国に
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ついて輸出単価のデータを入手できるわけでは

ない。また，財によって輸出単価のベースとな

る数量単位は様々であるため，財をまたいで輸

出単価を単純平均しても意味をもたない。した

がって，ある国の輸出全体がどの程度高度であ

るかを示す指標として輸出単価を用いることは

容易ではない。

この点で，前述の PRODY・EXPY は，ある

国の輸出が高度なものかどうかを示す指標とし

て扱いやすいため，貿易構造に関する多くの研

究で用いられている［Abdon et al 2010; Felipe ,

Abdon, and Kumar 2012］。PRODY・EXPY の利

点は，計算に必要なデータの入手が比較的容易

な点にある。ハウスマン等の計算方法に倣えば，

HS コード 6 桁レベルの輸出額と各国の 1 人当

たり GDP のデータがあれば，計算が可能であ

る。

PRODY は特定の財について，その輸出国の

所得水準を当該国の輸出に占める当該財のシェ

アで加重平均したもので，これが高いほど高度

な財とみなされる。PRODY は平均して所得水

準が高い国々が輸出している財ほど高度な財で

ある，という発想に基づく。EXPY は特定の国

について，その国の輸出構造に応じて PRODY

を加重平均したものである。これにより，一国

の輸出構造がどれだけ高度であるかを示すこと

ができる。

PRODY および EXPY は次のように計算さ

れる。

PRODY=∑ 

X
∑ X

GDP , X=∑  

……(1)

ただし，xijは i 国の j 財の輸出額。

EXPY=∑ 



X
PRODY ……(2)

ここでは，東アジア各国について，ハウスマ

ン等［Hausmann, Hwang and Rordik 2007］の手法

にできるかぎり従って PRODY および EXPY

を計算する。ハウスマン等は，PRODY を算出

する際の貿易データとして UN COMTRADE

データベースを用い，HS コード 6 桁レベルで

1999～2001 年のデータを用いた。また，各国の

1 人当たり GDP については世界銀行の World

Development Indicators（WDI）のデータから

PPP 調整済み GDP を用いている。さらに，サ

ンプル選択によるバイアスを防ぐために，1999

年～2001 年まで，貿易データと GDP データの

両方が継続して入手可能な 113 カ国を対象に

PRODY を計算している。

本 論 で は ま ず，ハ ウ ス マ ン 等 に 従 い

PRODY・EXPY を計算するが，データの入手

可能性によっていくつか相違が生じている。ま

ず，データ計算となる国数が，ハウスマン等の

113 カ国に対して本論では 97 カ国となってい

る。これは，後に 1999～2001 年のデータをベー

スした PRODY とは別に，2009～11 年ベース

の PRODY を計算して指標の頑健性を検証し

ているため，両方の期間でデータが入手可能な

国のみをサンプルとして用いたことによる。ま

た，本論でも PPP 調整済み GDP を PRODY の

計算に用いる。ただし，本論では，WDI から現

在入手可能な 2011 年ベースの PPP 調整済み実

質 GDP の数値を用いている。ハウススマン等

は 2001 年ベースの PPP 調整済み実質 GDP を

用いているため，PRODY の絶対的な水準につ

いて本論のものと直接比較することはできない。

本論では，HS1996 ベースで計算された

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―
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2000～15 年 の デ ー タ を 用 い て 同 期 間 の

PRODY・EXPY を作成し，さらにHS1988/

1992 と HS1996 のコンバータを用いて 1990 年
（中国のみ 1992 年）～2000 年のデータを作成，

両者を接合して 1990～2015 年のデータとして

分析を行っている。

まず，本論でも式(1)に従って PRODY を計

算する。その際に，1999～2001 年の平均である

PRODY2000 と 2009 年～11 年の平均である

PRODY2010 を 計 算 し て い る。表 1 は

PRODY2000 および PRODY2010 の要約統計量

およびハウスマン等の PRODY の要約統計量

8

表 1 PRODY の要約統計量

データ数 平均 中位値 標準偏差 最小値 最大値
PRODY 1999-2001
(Hausmann et al. 2007) 5,023 14,172 6,110 748 46,860

PRODY2000 5,132 21,996 21,974 8,714 1,033 75,710
PRODY2010 4,991 25,714 26,057 9,737 906 85,668

（出所）Table 2, Hausmann et al. 2007 および World Development Indicators および UN Comtrade データベースより
筆者計算。

表 2 PRODY2000 および PRODY2010 の上位・下位 5 品目
①上位 5品目

HS コード 品目 PRODY2000 HS コード 品目 PRODY2010

721069
鉄又は非合金鋼のフ
ラットロール製品，そ
の他のもの

75,710 590290 タイヤコードファブ
リック，その他のもの 85,668

730110 鋼矢板 75,493 730110 鋼矢板 85,000

721061
鉄又は非合金鋼のフ
ラットロール製品，ア
ルミニウム・亜鉛合金
をめつきしたもの

69,133 721633 鉄又は非合金鋼の形
鋼，H 形鋼 79,163

560312
不織布，重量が 1 平方
メートルにつき 25 グ
ラムを超え 70 グラム
以下もの

65,537 080250 ピスタチオナット 75,718

721633 鉄又は非合金鋼の形
鋼，H 形鋼 65,498 721061

鉄又は非合金鋼のフ
ラットロール製品，ア
ルミニウム・亜鉛合金
をめつきしたもの

74,152

②下位 5品目

HS コード 品目 PRODY2000 HS コード 品目 PRODY2010

010120 馬 864 261210 ウラン鉱及びトリウ
ム鉱（精鉱を含む。） 906

010420 やぎ 1,033 460199
さなだその他これに
類する組物材料から
成る物品

1,389

261210 ウラン鉱及びトリウ
ム鉱（精鉱を含む。） 1,121 410512 羊のなめした皮 1,821

090500 バニラ豆 1,529 410612 やぎのなめした皮 1,821

260500 コバルト鉱（精鉱を含
む。） 1,587 540620 再生繊維又は半合成

繊維の長繊維の糸 1,832

（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計算。



を示したものである。ハウスマン等の PRODY

と PRODY2000 を 比 較 す る と，同 時 期 の

PRODY であるにも関わらず，その平均は

PRODY2000 の方が大きくなっている。これは，

元となる PPP 調整済み GDP の基準年が異なる

ためである。一方で，データ数や分散などは類

似したものとなっている。また，PRODY2000

と PRODY2010 を比較すると，PRODY2010 年

の方が世界の平均 1 人当たり GDP が上昇して

いる分，値が大きくなっている。

表 2 は PRODY2000 と PRODY2010 につい

て最大 5 品目と最小 5 品目を示したものである。

PRODY2000 の最小 5 品目のうち 2 品目，最大

5 品目のうち 2 品目はハウスマン等の PRODY

と共通である。PRODY2000 と PRODY2010 を

比較すると，品目の入れ替わりはあるが，最大

品目は鉄鋼類が多く(注3)，最小品目は一次産品

が多い傾向は維持されている。

図 2 は PRODY2000 と PRODY2010 の対数

値をプロットしたものである。対数を取って

PRODY2000 と PRODY2010 の相関をとると

.754となり，また順位の相関をとると .746 とな

る。10 年の間隔で PRODY を比較しても，一

定の安定性があることが分かる。

一方で，個々の品目について PRODY の変化

をみると，10 年の間に大きく変動している品目

があることが分かる。例えば，「鉱山用貨車押

し 機（HS842850）」は PRODY2000 で は 2 万

4826 米ドルであるが PRODY2010 では 2406 米

ドルに低下している。逆に，「金を張った卑金

属 及 び 銀（HS710900）」は PRODY2000 で は

4640 米ドルであるが PRODY2010 では 3 万

5713 米ドルに上昇している。したがって，HS

コード 6 桁レベルで個別の品目について，

PRODY を用いてそれが高度な財であるかどう

かを議論する際には注意を要する。

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―
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図 2 PRODY2000 と PRODY2010 の相関

（出所）World Development Indicators および UN Comtrade デー
タベースより筆者計算。



次に，EXPY を式(2)に基づいて計算する。

このとき，PRODY2000 を用いて 2000 年につ

いて計算されたものを EXPY2000 と呼び，

PRODY2010 を用いて 2010 年について計算さ

れ た も の を EXPY2010 と 呼 ぶ。表 3 は

EXPY2000 と EXPY2010 について，上位 5 カ

国を示したものである。EXPY2000 の上位 5

カ国中 3 カ国，下位 5 カ国中 2 カ国はハウスマ

ン等の EXPY と共通である。EXPY2000 と

EXPY2010 を比較すると国の入れ替わりはあ

るが，上位は先進工業国が多く，下位はアフリ

カ の 国 が 多 く な っ て い る。EXPY2000 と

EXPY2010 について対数を取って相関をとる

と .883 となり，また順位の相関をとると .909

となる。10 年の間隔で EXPY を比較すると，

かなり高い安定性があることが分かる。

2．東アジア各国のEXPYの推移

続いて，東アジア各国について EXPY の推

移を分析する。ここでは，日本・韓国・中国の

北東アジア 3 カ国とタイ・マレーシア・インド

ネシアの東南アジア 3 カ国，合計 6 カ国を分析

対象としている。分析期間中に上位中所得国に

属している韓国(注4)・中国とマレーシア・タイ

の 4 カ国の比較を中心とするが，先進国のベン

チマークとして日本を，下位中所得国のベンチ

マークとしてインドネシアの 2 カ国も分析対象

に加えている(注5)。図 3 は PRODY2000 に基づ

く EXPY をこの 6 カ国について，1990～2015

年まで示したものである。

EXPY を輸出構造の高度化の指標としてみ

た場合，図 3 は東アジアの現実に対する直感的

な理解とある程度の整合性があると言える。

2015 年の東アジア各国の EXPY の順序を上か

らみると，日本，韓国，中国，マレーシア，タ

イ，インドネシアとなっており，中国とマレー

シアが逆転している以外は各国の 1 人当たり

GDP の順序と一致する。1990 年代に日本を除

10

表 3 EXPY2000 および EXPY2010 の上位・下位 5 カ国
①上位 5カ国

EXPY2000 EXPY2010
ルクセンブルク 38,490 ルクセンブルク 43,816
スイス 29,391 マカオ 39,076
アイルランド 28,390 アイルランド 34,415
シンガポール 27,067 スイス 34,410
日本 27,065 シンガポール 32,669

②下位 5カ国

EXPY2000 EXPY2010
ニジェール 3,275 マラウィ 5,863
ニカラグア 3,321 ニジェール 6,772
ウガンダ 3,620 ガイアナ 10,180
ベニン 3,914 トーゴ 10,508
タンザニア 4,437 ベニン 10,553

（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計
算。



く 5 カ国の EXPY が大きく上昇していること

も，この時期に東アジアで工業製品の生産ネッ

トワークが発展したことと対応している。また，

2007 年の世界金融危機以降，日本やタイの

EXPY が頭打ちになる一方で，中国と韓国の

EXPY が伸びていることも，この時期，中国や

韓国の製造業関連企業が世界市場でのプレゼン

スを高めていることに鑑みて直感的に理解でき

る。さらに，2000 年代に入ってからのマレーシ

アとインドネシアの EXPY の停滞も，この時期，

資源ブームによって両国の輸出に占める一次産

品の比率が高まっていることと整合的である。

図 3 からは，中国・韓国とマレーシア・タイ

の間で輸出構造の高度化について差がついたの

は 2000 年代中盤以降であることが読み取れる。

韓国とマレーシアの EXPY を比較すると，

2000 年時点ではかなり近い水準にあったが，

2015 年にかけてマレーシアの EXPY が停滞す

る一方で，韓国の EXPY は上昇して日本に近

づいている。一方，中国とタイの EXPY を比

較すると，2000 年時点ではほぼ同じ水準であっ

たのが，中国の EXPY はその後 2015 年までに

大きく伸びてマレーシアを上回ったのに対し，

タイの EXPY も伸びてはいるものの，特に

2007 年の世界金融危機後は伸び悩んでいるこ

とが分かる。

3．生産段階別EXPYを用いた分析

このように，EXPY は各国の輸出構造を通じ

て産業高度化を把握する際の 1 つの指標となり

得 る。一 方 で，HS コ ー ド 6 桁 レ ベ ル の

PRODY を用いて各国の EXPY を計算するこ

との問題点の 1 つは，変動要因についての分析

が難しいことである。ある国の EXPY を時系

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―
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図 3 東アジア 6 カ国の EXPY の変化（1990-2015 年）

（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計算。



列でみた際に，HS コード 6 桁レベル（約 5000

品目）では財の数が多すぎるため，どの品目の

PRODY の変化が EXPY の増減に影響してい

るのかを分析することは容易ではない。1 品目

を取り出して寄与度を計算しても EXPY の変

化への影響は小さく，意味のある分析を行うた

めには，財をある程度グループ化することが必

要になってくる。ただ，この際に，意味のある

分類に従って集計しなければ，単に粗い品目で

PRODY/EXPY を計算しただけになってしま

う。

そこで，本論では，HS コード 6 桁レベルの

品目を，RIETI-TID(注6)で用いられている 5 つ

の生産段階（ステージ）別の財の分類，すなわ

ち，「資本財」「部品」「消費財」「一次産品」「加

工品」に集計して EXPY/PRODY を求めるこ

とにする。

この 5 つのステージを中間層として導入する

ことで，EXPY を計算する際に，まず各生産ス

テージ別に EXPY を計算し，さらにそれを再

度集計することで，一国の EXPY を計算する

ことができる。すなわち，

EXPY=∑



X
EXPY ……(3)

EXPY=∑





PRODY

ただし，EXPYisは i 国の生産ステージ s につ

いての EXPY。xisは i 国の生産ステージ s に属

する財の輸出額，xijは i 国の財 j の輸出額，Xi

は i 国の全輸出額となる。

このように EXPY を 2 段階で集計すること

で，EXPY の変化を生産ステージ内の変化と生

産ステージ間の変化に分解することも可能にな

る。生産ステージ内での EXPY の上昇は，同

一の生産ステージ内でより洗練された財に輸出

の中心がシフトするケースで生じる。例えば，

同じ「消費財」に分類されるものの中で，輸出

の中心が衣料品のようなシンプルな消費財から，

家電製品のようなより洗練された財にシフトす

るケースである。生産ステージ内での EXPY

の上昇は，各生産ステージの内部でより高度な

ものが輸出されるようになる状況で，漸進的な

構造変化と捉えられる。一方で，生産ステージ

間の EXPY の上昇は，一国の輸出に占める産

業のシェアが変化し，輸出の中心が消費財から

より洗練された資本財にシフトするようなケー

スで生じる。生産ステージ間での EXPY の上

昇は，より本質的な輸出構造の高度化と捉える

ことができる。

図 4 は北東アジア・東南アジアの 6 カ国につ

いて，2000 年時点の EXPY を国別・生産ステー

ジ別に集計したものである。生産ステージ別

EXPY の 6 カ国の平均値は，低い方から一次産

品（1 万 4991 米ドル），消費財（1 万 9549 米ドル），

加工品（2 万 217 米ドル），部品（2 万 5305 米ドル），

資本財（2 万 5664 米ドル）となる。また，各生産

ステージ内での EXPY のばらつきにも差があ

る。一次産品については，タイの EXPY が 1

万 1103 米ドルと低い以外は，各国とも 1 万

5000～1 万 6000 米ドル台となっている。部品・

資本財については，すべての国について EXPY

が 2 万 4000～2 万 7000 米ドル台に収まってい

る。一方で，消費財については各国の EXPY

に大きな差がある。最小のインドネシアの

EXPY（1 万 5195 米ドル）は一次産品の 6 カ国平

均の EXPY と同水準であり，最大の日本の

EXPY（2 万 7493 米ドル）は部品や資本財の 6 カ

国平均 EXPY を上回る水準となっている。こ
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れより，一次産品は一様に洗練度が低く，部品

や資本財は一様に洗練度が高い一方で，消費財

については同一生産ステージでも EXPY の幅

が大きく，ステージ内での高度化の余地が大き

いことが分かる。

続いて，各国の 1990～2015 年の EXPY につ

いてより詳しく分析することで，輸出構造の高

度化に差がついた要因を探る。6 カ国の

1990～2015 年の EXPY の変化について財別で

生産ステージ内・生産ステージ間変化の寄与度

を示したのが表 4a～4f である。韓国（表 4a）に

ついては，1990 年代は生産ステージ間の高度化

も一定程度あり，特に輸出に占める消費財シェ

アの低下と部品・資本財シェアの増加が顕著で

ある。しかし，寄与度でみると，生産ステージ

内での高度化のほうが 1.5 倍程度大きい。2000

年代以降については，既にある程度産業高度化

が進んでいるため生産ステージ間の高度化の寄

与度は大きくないものの，それでも資本財と部

品のシェアが増えて生産ステージ間高度化に貢

献したことが分かる。一方で，生産ステージ内

高度化は生産ステージ間高度化の 4 倍程度の寄

与度があり，部品，消費財，加工品の寄与度が

大きくなっている。

マレーシア（表 4b）の場合，1990 年代につい

ては，一次産品から資本財・部品への急速なシ

フトがみられ，ステージ間の高度化の寄与度が

非常に大きくなっている。一方で，ステージ内

高度化の寄与度も高い。2000 年代以降につい

ては，生産ステージ内の高度化は引き続き寄与

度が大きく，韓国とそれほど遜色ないほど進ん

だにも関わらず，生産ステージ間の寄与度が大

幅なマイナスとなっていることが分かる。特に，

EXPY が相対的に低い加工品の輸出シェアが

2000 年以降大幅に高まり，逆に資本財や部品の

シェアが減少したことが EXPY を低下させる

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―
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図 4 国別・生産段階別 EXPY（2000 年）

（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計算。



大きな原因となっていることが分かる。

中国（表 4c）の場合，1990 年代についてはス

テージ内・ステージ間の高度化は進んでいるも

のの，他の 3 国と比較するとやや見劣りする。

一方で，2000 年代以降は生産ステージ内・生産

ステージ間ともに高度化が加速している。生産

ステージ間では，資本財や部品の輸出シェアが

伸びたことと，消費財と一次産品がシェアを減

らしたことが高度化に大きく貢献している。生

産ステージ内でみると，一次産品を除くすべて

の産業で順調に高度化が進んだことがうかがえ

る。

タイ（表 4d）の場合，1990 年代は生産ステー

ジ内・ステージ間ともに高度化が順調に進んで

おり，特に消費財から資本財・部品へのシフト

が進んだことが EXPY の上昇に寄与している。

一方で，2000 年以降は生産ステージ内の高度化

は進んでいるものの，ステージ間の高度化の寄

与度はゼロとなっている。資本財の輸出シェア

が伸び，消費財のシェアが減ったことは生産ス

テージ間高度化に貢献しているが，加工品の

シェアが増え，部品がシェアを減らしたことが，

プラス分を相殺してしまっていることが分かる。

このようにみてくると，1990 年代はむしろ，

東南アジア 2 カ国（マレーシア・タイ）の方が北

東アジア 2 カ国（韓国・中国）よりも，主に生産

ステージ間の高度化の面で勝っていたことが分

かる。ところが，2000 年から 2015 年への変化

について韓国とマレーシアを比較すると，韓国

の生産ステージ間の高度化の寄与度がそれほど

大きくないもののプラスとなる一方，マレーシ

アの場合はこの期間を通じて生産ステージ間の

高度化の寄与度は大幅なマイナスになっている。

中国とタイを比較すると，2000 年代，中国が消

費財の輸出から資本財・部品の輸出に急速にシ

フトしているのに対し，タイの輸出構造は 2000

年代初頭からほとんど変化していないことが分

かる。

日本（表 4e）については，1990 年代はステー

ジ内での高度化がある程度進む一方で，ステー

ジ間の高度化はほとんどなかった。2000 年代

になるとステージ内の高度化もほとんどなくな

り，輸出の高度化は停滞している。

インドネシア（表 4f）については，1990 年代

はステージ内，ステージ間ともに産業高度化が

進んでいた。しかし，2000 年代以降は一次産品

のシェアが伸びて資本財と部品が減少したこと

でステージ間の高度化がマイナスに転じ，ス

テージ内の高度化も日本を除く他の 4 カ国に比

べて小さいものにとどまっている。

まとめると，この韓国・中国・マレーシア・

タイの 4 カ国に共通して，生産ステージ内の高

度化は全期間通して一定程度進んでいることが

分かる。これは，各企業が自らの既存の事業領

域について，付加価値を高める努力を続けてい

ることの現れだといえる。一方で，北東アジア

2 カ国と東南アジア 2 カ国で輸出高度化に差が

生まれたのは 2000 年代以降で，その要因は生

産ステージ間の高度化が東アジア 2 カ国では緩

やかながら進んだのに対し，東南アジアの 2 カ

国では停滞または逆行しているためである。

それでは，なぜ 2000 年以降，北東アジア 2 カ

国と東南アジア 2 カ国では輸出高度化において

差が生じたのだろうか。第 1 に，東南アジア 2

カ国では 2000 年代の資源ブームの結果，資源

集約型産業のシェアが拡大して部品・資本財産

業のシェアが縮小したことが影響している。資

源輸出国であるインドネシアの状況が類似して

14
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表 4 ステージ内・ステージ間の EXPY の変化
a．韓国（1990～2015 年）

輸出シェア EXPY

1990 年 2000 年 変化 寄与度
（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 18.8％ 25.0％ ＋ 6.1％ ＋ 75 23,147 26,935 ＋ 3,788 ＋ 714
消費財 37.9％ 17.2％ － 20.7％ ＋ 667 20,155 22,575 ＋ 2,420 ＋ 918
加工品 26.0％ 32.4％ ＋ 6.4％ － 25 21,859 21,906 ＋ 47 ＋ 12
一次産品 1.0％ 0.4％ － 0.6％ ＋ 51 13,395 15,021 ＋ 1,626 ＋ 17
部品 16.1％ 24.9％ ＋ 8.8％ ＋ 477 26,708 27,386 ＋ 678 ＋ 109

＋ 1,244 ＋ 1,769
輸出シェア EXPY

2000 年 2015 年 変化 寄与度
（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 21.6％ 24.1％ ＋ 2.5％ ＋ 197 26,282 26,157 － 125 － 57
消費財 18.2％ 12.8％ － 5.4％ ＋ 26 22,061 24,596 ＋ 2,535 ＋ 502
加工品 32.1％ 31.2％ － 1.0％ ＋ 47 21,839 22,996 ＋ 1,157 ＋ 455
一次産品 0.3％ 0.4％ ＋ 0.1％ － 6 15,449 14,732 － 717 － 4
部品 27.7％ 31.5％ ＋ 3.8％ ＋ 279 24,267 28,943 ＋ 4,675 ＋ 1,161

＋ 542 ＋ 2,057

b．マレーシア（1990～2015 年）

輸出シェア EXPY

1990 年 2000 年 変化 寄与度
（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 9.0％ 26.5％ ＋ 17.5％ ＋ 1,124 24,991 27,997 ＋ 3,006 ＋ 271
消費財 16.0％ 11.3％ － 4.7％ － 1 19,147 20,231 ＋ 1,084 ＋ 173
加工品 28.7％ 22.4％ － 6.4％ ＋ 407 14,590 17,637 ＋ 3,047 ＋ 876
一次産品 24.2％ 6.1％ － 18.1％ ＋ 1,064 14,684 16,229 ＋ 1,544 ＋ 374
部品 22.1％ 33.8％ ＋ 11.7％ ＋ 1,264 27,520 27,737 ＋ 217 ＋ 48

＋ 3,858 ＋ 1,741
輸出シェア EXPY

2000 年 2015 年 変化 寄与度
（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 19.0％ 12.9％ － 6.1％ － 470 26,815 28,801 ＋ 1,986 ＋ 362
消費財 12.5％ 13.1％ ＋ 0.6％ － 10 18,664 19,840 ＋ 1,176 ＋ 167
加工品 22.1％ 39.6％ ＋ 17.4％ － 1,485 17,716 17,686 － 30 ＋ 139
一次産品 6.0％ 5.9％ － 0.1％ － 116 16,415 15,803 － 612 － 37
部品 40.3％ 28.5％ － 11.8％ － 876 25,974 30,257 ＋ 4,283 ＋ 1,163

－ 2,955 ＋ 1,794

c．中国（1992～2015 年）

輸出シェア EXPY

1992 年 2000 年 変化 寄与度
（ステージ間） 1992 年 2000 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 9.1％ 19.1％ ＋ 10.0％ ＋ 544 23,199 25,725 ＋ 2,526 ＋ 230
消費財 51.0％ 42.1％ － 8.9％ ＋ 190 17,195 17,996 ＋ 801 ＋ 408
加工品 25.5％ 23.3％ － 2.3％ － 4 18,382 20,153 ＋ 1,771 ＋ 452
一次産品 9.3％ 3.6％ － 5.7％ ＋ 212 14,881 14,874 － 6 － 1
部品 5.0％ 11.9％ ＋ 7.0％ ＋ 525 25,403 26,228 ＋ 826 ＋ 41

＋ 1,463 ＋ 1,131
輸出シェア EXPY

2000 年 2015 年 変化 寄与度
（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 17.3％ 27.6％ ＋ 10.3％ ＋ 595 24,826 28,058 ＋ 3,232 ＋ 717
消費財 43.9％ 29.0％ － 14.8％ ＋ 767 17,825 19,460 ＋ 1,636 ＋ 636
加工品 22.3％ 24.5％ ＋ 2.2％ － 54 19,922 23,418 ＋ 3,496 ＋ 782
一次産品 3.7％ 0.7％ － 3.0％ ＋ 200 15,432 15,118 － 314 ＋ 6
部品 12.9％ 18.1％ ＋ 5.3％ ＋ 244 25,515 27,715 ＋ 2,201 ＋ 389

＋ 1,752 ＋ 2,530
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d．タイ（1990～2015 年）

輸出シェア EXPY

1990 年 2000 年 変化 寄与度
（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 9.5％ 19.7％ ＋ 10.2％ ＋ 1,016 26,756 26,792 ＋ 36 ＋ 3
消費財 48.4％ 28.6％ － 19.8％ ＋ 761 15,721 17,359 ＋ 1,638 ＋ 792
加工品 22.2％ 23.2％ ＋ 1.0％ － 27 15,544 19,834 ＋ 4,290 ＋ 952
一次産品 7.3％ 4.2％ － 3.1％ ＋ 242 10,381 11,251 ＋ 870 ＋ 63
部品 12.7％ 24.4％ ＋ 11.7％ ＋ 1,178 26,486 27,071 ＋ 585 ＋ 74

＋ 3,170 ＋ 1,885
輸出シェア EXPY

2000 年 2015 年 変化 寄与度
（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 13.6％ 18.8％ ＋ 5.2％ ＋ 319 24,114 27,565 ＋ 3,452 ＋ 540
消費財 32.9％ 29.4％ － 3.5％ ＋ 222 16,056 18,294 ＋ 2,238 ＋ 672
加工品 21.8％ 27.9％ ＋ 6.1％ － 103 19,697 19,504 － 193 － 46
一次産品 4.1％ 3.6％ － 0.4％ ＋ 53 11,103 11,598 ＋ 495 ＋ 55
部品 27.7％ 20.4％ － 7.3％ － 491 24,927 26,846 ＋ 1,919 ＋ 457

－ 0 ＋ 1,677

e．日本（2000～2015 年）

輸出シェア EXPY

1990 年 2000 年 変化 寄与度
（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 32.5％ 29.3％ － 3.2％ － 29 27,054 27,860 ＋ 805 ＋ 262
消費財 24.0％ 18.7％ － 5.4％ ＋ 21 26,123 27,286 ＋ 1,163 ＋ 279
加工品 19.4％ 20.1％ ＋ 0.7％ － 7 25,701 26,590 ＋ 889 ＋ 172
一次産品 0.5％ 0.8％ ＋ 0.3％ － 30 15,815 15,150 － 665 － 3
部品 23.6％ 31.1％ ＋ 7.5％ ＋ 26 26,695 27,438 ＋ 743 ＋ 175

－ 19 ＋ 885
輸出シェア EXPY

2000 年 2015 年 変化 寄与度
（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 26.9％ 22.0％ － 4.9％ － 42 27,812 27,927 ＋ 114 ＋ 35
消費財 20.5％ 19.7％ － 0.8％ － 3 27,522 26,793 － 728 － 145
加工品 20.3％ 27.6％ ＋ 7.3％ － 56 26,567 25,338 － 1,228 － 245
一次産品 0.4％ 1.2％ ＋ 0.8％ － 98 14,511 14,874 ＋ 363 ＋ 6
部品 31.9％ 29.5％ － 2.4％ ＋ 7 26,978 28,173 ＋ 1,195 ＋ 385

－ 193 ＋ 40

f．インドネシア（2000～2015 年）

輸出シェア EXPY

1990 年 2000 年 変化 寄与度
（ステージ間） 1990 年 2000 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 0.8％ 9.0％ ＋ 8.3％ ＋ 410 19,878 25,855 ＋ 5,977 ＋ 46
消費財 14.9％ 19.9％ ＋ 5.0％ ＋ 91 16,503 16,809 ＋ 306 ＋ 46
加工品 47.9％ 44.8％ － 3.1％ ＋ 111 13,070 15,588 ＋ 2,518 ＋ 1,206
一次産品 35.4％ 18.0％ － 17.4％ － 419 16,508 15,853 － 654 － 232
部品 1.0％ 8.2％ ＋ 7.2％ ＋ 609 23,344 25,043 ＋ 1,699 ＋ 17

＋ 800 ＋ 1,083
輸出シェア EXPY

2000 年 2015 年 変化 寄与度
（ステージ間） 2000 年 2015 年 変化 寄与度

（ステージ内）
資本財 6.6％ 4.3％ － 2.3％ － 164 23,107 24,984 ＋ 1,877 ＋ 138
消費財 23.5％ 23.0％ － 0.5％ ＋ 9 15,118 16,729 ＋ 1,611 ＋ 392
加工品 42.9％ 41.7％ － 1.2％ ＋ 24 15,417 15,228 － 189 － 67
一次産品 18.8％ 24.3％ ＋ 5.5％ － 77 15,396 15,636 ＋ 241 ＋ 59
部品 8.1％ 6.7％ － 1.5％ － 117 23,790 24,620 ＋ 830 ＋ 81

－ 327 ＋ 617

（出所）World Development Indicators および UN Comtrade データベースより筆者計算。



いることからも，これは裏付けられる。第 2 に，

こうした「資源の罠」を除いても，東南アジア

2 カ国は北東アジア 2 カ国と比べて，消費財か

ら中間財・資本財への雁行形態的な生産ステー

ジ間の高度化が遅れていることがあげられる。

この背景には様々な要因が考えられるが，後述

するように多国籍企業に依存することで技術吸

収が遅れ，本質的な輸出高度化に時間がかかる

ことも一因となっている可能性がある。

Ⅲ 産業連関からみた産業高度化

前節では，貿易データを使って，輸出構造の

洗練度をステージ間およびステージ内の

EXPY の変化に分けて分析した。その結果，

2000 年代以降北東アジア諸国と東南アジア諸

国の間にはトレンドの変化に明確な違いがある

ことが分かった。本節では，技術水準の視点か

ら輸出構造を比較する。ラルが指摘するように，

ハイテク財輸出は輸出構造高度化を示す重要な

指標である［Lall 2000］。しかし，後述のように，

ハイテク財の輸出比率の上昇は，北東アジア諸

国だけではなく，東南アジア諸国においてもみ

られた。本節では，財別の輸出比率だけではな

く，その背後にある国内の産業連関や輸入構造

を考慮に入れた付加価値ベースの輸出比率を使

用する。

1．技術水準別貿易構造の比較

輸出構造の高度化と生産ネットワークの関係

が大きな注目を浴びたのは，中国の事例である。

中国は，2001 年の WTO 加盟を契機として多

国籍企業が主導する生産ネットワークに本格的

に参入した。その結果，輸出構造が急速に高度

化して，多くの研究者達から注目を浴びるよう

になった。例えば，ロドリックは，PRODY と

EXPY を使いながら，中国が幅広い分野で洗練

された財を輸出しており，その輸出構造は 1 人

当たり GDP が 3 倍高い国に相当することを示

した［Rodrik 2006］。またショットは，フィン

ガーとクレイニン［Finger and Kreinin 1979］が

開発した輸出類似指数（ESI）を使って，中国の

対米輸出構造が急速に洗練化して，2001 年には

非 OECD 諸国の中で 3 番目に高い洗練度に

なったことを明らかにした［Schott 2006］。

しかしながら，生産ネットワークにおける各

国の位置づけの違いから，これらの分析に対し

て様々な批判が寄せられた。例えば，ラルは，

ハイテク財の生産ネットワークの中で多くの開

発途上国は労働集約的な工程を担っているだけ

であり，ハイテク財輸出の多くは「統計的な錯

覚（statistical illusion）」に過ぎないと指摘した
［Lall 2000］。他方，ショレックは，電子産業の輸

出パフォーマンスは国内の技術水準と相関して

いるものの，輸出パフォーマンスを最もよく説

明するのは電子部品の輸入性向であり，開発途

上国におけるハイテク財輸出はハイテク財の部

品輸入を反映したものであると結論づけた
［Srholec 2007］。同様に，アミティとフロイドは，

中国の製造業輸出のスキル・コンテントは急速

に高まっているが，その高度化は加工貿易に用

いられる輸入投入財に依存していることを明ら

かにした［Amiti and Freud 2010］。

上述のように，途上国のハイテク財輸出は，

投入財の多くを輸入に依存しているため，輸出

額だけをみると国内の技術水準を過大に評価す

る恐れがある。特にラルが指摘するように，途

上国が労働集約的な工程を担っているだけの場

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―
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合には，貿易データに依存してハイテク財の輸

出比率を計算すると，過大評価の傾向はより一

層顕著になる。したがって，開発途上国の輸出

構造を検証するときには，輸出構造を比較する

だけでは不十分であり，その背後にある投入財

の輸入構造を同時に考慮する必要がある。本論

では，輸出によって発生する付加価値から海外

で発生する付加価値（＝海外コンテント）を除外

した，国内コンテントを取り上げる(注7)。その

ため，裾野産業が未発達な開発途上国が生産

ネットワークに参加した場合には，誘発された

中間財輸入によって付加価値が海外に漏出する

ため，国内コンテントは大きく下落して，二重

計算による過大評価を避けることができる。

表 5 は，東アジア 6 か国の財別輸出比率と付

加価値（＝国内コンテント）ベースの輸出比率を

比較したものである(注8)。同表の輸出額は，ア

ジア国際産業連関表の中間財輸出と最終財輸出

の合計額をコンバータによって変換したもので

あり，財の分類は，OECD［2011］に従って，ハ

イテク財，高位中テク財，低位中テク財，ロー

テク財，一次産品，サービスに分けられてい

る(注9,10)。

表 5 によると，1990 年当時，北東アジアでは

日本のハイテク財輸出比率が最も高く，韓国が

それに続いていた。一方東南アジアでは，マ

レーシアのハイテク財輸出比率が最も高く，日

本，韓国の輸出比率を上回っていた。マレーシ

アにおいてハイテク財輸出に占めるシェアが高

いのは，半導体・集積回路などを含む電子・電

機産業であり，同国の電子・電機産業は多国籍

企業の輸出拠点として発展した。しかし付加価

値ベースの輸出比率で評価すると（計算方法は

付論 1 を参照），財別の輸出比率と比較して，す

べての国で輸出比率が低下しているが，特にマ

レーシアの落ち込みは顕著である。これは，ハ

イテク財を生産するために，中間財を大量に輸

入して付加価値が海外に漏出したことを示唆し

ており，その結果，付加価値ベースの輸出比率

は韓国に逆転されている。

一方，ハイテク財と対極的な動きを示すのが

一次産品およびサービスである。これらの財，

サービスは，他の財を生産するために中間財・

サービスとして使われ，付加価値が他財に体化

されて輸出されるため，財別の輸出比率以上に

付加価値ベースの輸出比率は大きくなる傾向が

ある。例えば，マレーシアにおける一次産品の

輸出比率は 28.1 パーセントであるのに対して，

付加価値ベースの輸出比率は 41 パーセントに

達しており，インドネシアに続いて高い。その

結果，マレーシアは貿易額で示される以上に一

次産品の輸出比率が高く，反対にハイテク財の

輸出比率は低くなっている。

韓国，マレーシアと比較すると，中国，タイ

ではハイテク財の輸出比率は低く，ローテク財

の輸出比率は高い。ただし，タイの場合，ハイ

テク財の輸出比率は中国よりも高いが，高位中

テク財，低位中テク財の輸出比率は低くなって

いる。またマレーシアでも，韓国と比較した際

に同様な傾向がみられる。これは，マレーシア，

タイでは，輸出構造が電子・電機産業を中心と

するハイテク財に偏る一方で，（自動車，その他

の機械，石油化学，基礎金属など）高位中テク財，

低位中テク財の輸出比率が韓国，中国よりも低

かったことを示唆している。

続いて韓国とマレーシアの 2005 年の輸出構

造を比較すると，マレーシアにおいてハイテク

財の輸出比率が急増しているが，付加価値ベー

18
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スの輸出比率で比較すると，韓国と逆転してい

る。さらに上位中テク財，下位中テク財では，

上位中テク財（自動車等を含む）を中心に韓国の

輸出比率が急増しており，マレーシアとの差が

拡大している。

中国，タイでは，1990～2005 年の期間に輸出

構造が急速に高度化した。特に中国では，ハイ

テク財の輸出比率が 3 倍近く増加してタイを上

回ったが，付加価値ベースで評価すると大幅に

下落する。このような乖離は，ハイテク財を輸

出するために多くの部品・中間財を輸入する必

要があったことを示唆しており，先述の Lall
［2000］，Srholec［2007］，Amiti and Freud［2010］

等の指摘とも整合的である。

なお，ハイテク財の輸出比率と付加価値ベー

スの輸出比率が大きく乖離する傾向は，中国の

みならず，マレーシア，タイなど外資主導でハ

イテク財産業が急速に発展した国において共通

にみられる現象である。以下では，財別の輸出

比率と付加価値ベースの輸出比率が乖離した原

因を探るため，輸出によって海外に漏出した付

加価値（＝海外コンテント）の割合を示す VS

シェアを使って，東アジア諸国の輸入構造を比

較しよう（計算方法は付論 2 を参照）。

表 6 によると，1990 年時点では多くの東アジ

ア諸国においてハイテク財の VS シェアは，上

位中テク財，下位中テク財，ローテク財よりも

高い。特にタイ，マレーシアでその傾向は顕著

であり，技術水準が上がるにつれて VS シェア

は増大し，ハイテク財では 50 パーセントを超

えている。他方，技術的に成熟した日本におい

ては，そのような傾向はみられず，VS シェア

は（輸入原材料への依存度の高い石油化学，基礎金

属などの素材産業を含む）低位中テク財で最も高
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表 6 東アジア諸国の技術水準別 VS シェア（1990 年，2005 年）
① 1990 年

韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
ハイテク財 37.2 50.0 21.5 59.2 8.8 35.7
高位中テク財 29.6 36.5 14.3 48.5 10.0 39.3
低位中テク財 37.2 35.0 10.9 39.1 18.4 26.7
ローテク財 26.5 27.1 14.6 29.1 12.2 13.4
一次産品 13.6 12.3 5.6 20.3 7.6 8.3
サービス 10.7 13.1 7.0 12.5 4.6 9.5

② 2005 年

韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
ハイテク財 45.6 62.7 39.4 65.9 18.6 32.9
高位中テク財 35.4 48.1 27.2 51.8 16.7 34.4
低位中テク財 43.3 45.8 25.9 56.1 28.8 29.4
ローテク財 24.7 33.3 17.9 30.9 13.3 15.1
一次産品 12.4 13.2 8.7 14.5 7.9 5.4
サービス 14.3 28.0 13.9 15.8 6.0 14.7

（出所）アジア国際産業連関表（1990 年，2005 年）より筆者計算。



くなっている。

2005 年になると，インドネシアを除くすべて

の国で VS シェアは高まった。これは，東アジ

ア域内で工程間分業が進み，中間財貿易の比率

が高まったことを示唆している。特に中国にお

けるハイテク財の VS シェアは急増したが，マ

レーシア，タイのハイテク財の VS シェアはそ

れを上回り 60 パーセントを超えている(注11)。

以上のように，技術水準の上昇とともに VS

シェアが高まり，輸出に占める国内コンテント

の割合が低下する傾向がみられる。特にその傾

向は，中国とともにマレーシア，タイにおいて

顕著であり，表 5 におけるハイテク財の輸出比

率と付加価値ベースの輸出比率の乖離の原因に

なったと考えられる(注12)。

2．ハイテク財のVSシェアの分解

上述のように，1990～2005 年の期間に中国の

輸出構造が急速に高度化し，ハイテク財の輸出

比率がタイを上回るようになった。他方で，中

国，マレーシア，タイではハイテク財の VS シェ

アが高く，ハイテク財を輸出すると多くの付加

価値が海外に漏出する構造になっている。それ

では，一体どの国のどの産業に対して付加価値

が漏出しているのであろうか。本節では，財別，

国別に VS シェアを分解することによって，付

加価値ベースの輸入中間財の依存構造を検証す

る。

表 7a，表 7b は，ハイテク財の中から半導体・

集積回路およびその他ハイテク財を選び，2005

年における両財の VS シェアを財別，国別に分

解した結果である（計算方法は付論 2 を参照）。

半導体の国内コンテント，海外コンテントを比

較すると，韓国とマレーシア，中国とタイの間

には大きな差異がみられる。表 7a によると，

韓国，中国の半導体の国内コンテントは 50 パー

セントを超えるのに対して，マレーシア，タイ

の国内コンテントは 36.3 パーセント，17.0 パー

セントである。なかでも両国のハイテク財の国

内コンテントは 13.4 パーセント，11.7 パーセン

トを占めるに過ぎず，それを補うために海外コ

ンテント（内生国）およびその他世界からの輸

入が高くなっている。また海外コンテントの中

でも，技術水準が高くなるほど海外（内生国）コ

ンテントが高くなる傾向がみられ，特にマレー

シア，タイでは，ハイテク財の海外コンテント
（内生国）が 11.3 パーセント，19.1 パーセントに

達していた。これは，半導体・集積回路を生産

するために必要となるハイテク部品・中間財を

強く海外に依存し，急速な輸出構造の高度化に

国内の産業基盤が対応できていないことを意味

する。

一方，海外コンテントを国別に分解すると，

2005 年時点では，日本から投入される付加価値

コンテントが依然として高いのが分かる。また

他の北東アジア諸国のシェアも押しなべて高い

ため，タイ，マレーシアでは北東アジア諸国の

占めるシェアが 20 パーセントを超えている。

他方，東南アジア諸国の占めるシェアは必ずし

も高くなく，10 パーセントを超えるシェアはみ

られない。ただし国別にみると，工業化が進ん

だマレーシア，シンガポールのシェアは，東南

アジア諸国を中心に比較的高い。またアメリカ

のシェアも高く，同国は日本，中国と並ぶ半導

体部品・中間財の供給国としての地位を占めて

いる。

表 7b をみると，その他ハイテク財の VS シェ

アも半導体と類似した傾向を示している。ただ

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―
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表 7a 半導体・集積回路の VS シェアの分解（2005 年）

韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
輸出額（単位：百万ドル） 32,522 21,653 27,996 7,094 32,323 381
1．国内コンテント（財別） 52.2 36.3 57.6 17.0 84.6 63.7
ハイテク財 35.9 13.4 25.2 11.7 43.4 35.5
高位中テク財 1.4 1.0 5.0 0.5 4.6 6.3
低位中テク財 1.9 1.5 8.4 0.4 5.7 3.9
ローテク財 0.5 0.5 1.9 0.2 2.4 1.3
一次産品 0.3 2.1 4.3 0.3 0.5 3.5
サービス 12.2 18.0 12.8 3.9 28.0 13.3
2.a 海外コンテント（財別） 26.9 35.9 18.2 50.2 7.2 15.1
ハイテク財 10.0 11.3 7.2 19.1 2.4 2.7
高位中テク財 2.6 4.6 1.4 3.8 0.7 2.4
低位中テク財 2.2 3.6 1.5 4.1 0.7 1.9
ローテク財 0.6 0.9 0.4 1.2 0.2 0.5
一次産品 0.8 1.3 0.5 1.8 0.7 0.9
サービス 10.7 14.0 7.2 20.1 2.6 6.7
2.b 海外コンテント（国別）
中国 2.8 6.0 － 10.8 1.4 4.0
韓国 － 2.5 3.7 5.4 0.9 1.2
台湾 2.6 2.7 1.9 4.2 1.1 0.5
日本 9.7 10.4 6.3 14.4 － 4.6

（北東アジア総計） 15.1 21.7 11.9 34.9 3.4 10.3
インドネシア 0.4 1.4 0.3 1.1 0.4 －
タイ 0.3 1.4 0.4 － 0.2 1.0
マレーシア 0.7 － 1.5 3.0 0.4 0.9
フィリピン 0.7 0.7 0.5 1.9 0.4 0.2
シンガポール 1.4 2.5 0.6 2.5 0.2 0.7

（東南アジア総計） 3.5 6.0 3.3 8.6 1.6 2.7
アメリカ 8.3 8.2 2.9 6.8 2.2 2.1
3．その他世界からの輸入 20.9 27.8 24.3 32.8 8.2 21.2
4．海外コンテント（総計） 47.8 63.7 42.4 83.0 15.4 36.3

（出所）アジア国際産業連関表（2005 年）より筆者計算。
（注）輸出額＝ 100 に基準化すると，国内コンテント（財別）の合計＋海外コンテント（財別あるいは国別）の合計＋

その他世界からの輸入＝ 100 の関係が成立する。海外コンテントは内生国（アジア表では表 7a，b の下段で示
された 10 カ国）で発生した付加価値の合計であり，海外コンテント（財別）の合計と海外コンテント（国別）
の合計は等しい。
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表 7b その他ハイテク財の VS シェアの分解（2005 年）

韓国 マレーシア 中国 タイ 日本 インドネシア
輸出額（単位：百万ドル） 66,780 37,363 233,068 23,482 96,425 4,885
1．国内コンテント（財別） 55.1 37.9 61.0 38.6 81.0 68.0
ハイテク財 29.1 21.6 23.2 23.4 40.3 37.5
高位中テク財 2.2 0.8 5.0 0.9 3.6 5.7
低位中テク財 5.3 1.4 7.5 1.2 6.2 4.1
ローテク財 1.1 0.4 2.5 0.6 2.4 1.5
一次産品 0.6 1.8 5.8 1.2 0.5 4.7
サービス 16.8 11.8 17.1 11.2 28.0 14.5
2.a 海外コンテント（財別） 22.6 36.2 15.4 35.1 8.5 13.1
ハイテク財 6.9 12.7 5.6 11.5 2.9 2.2
高位中テク財 2.2 3.8 1.4 3.1 0.7 2.3
低位中テク財 2.4 3.3 1.4 4.1 0.8 1.6
ローテク財 0.6 0.9 0.4 0.9 0.3 0.4
一次産品 1.2 1.4 0.4 1.7 0.8 0.8
サービス 9.3 14.1 6.3 13.8 3.1 5.8
2.b 海外コンテント（国別）
中国 3.4 7.1 － 7.2 1.8 3.3
韓国 － 2.4 2.9 2.6 1.1 1.0
台湾 1.7 2.8 1.5 2.5 1.1 0.5
日本 8.9 9.7 5.5 10.6 － 4.0

（北東アジア総計） 14.0 21.9 9.9 22.9 4.1 8.7
インドネシア 0.6 1.1 0.3 1.0 0.5 －
タイ 0.3 1.4 0.5 － 0.3 0.9
マレーシア 0.6 － 1.1 2.5 0.4 0.8
フィリピン 0.4 0.7 0.5 0.8 0.4 0.1
シンガポール 0.9 2.5 0.6 1.9 0.2 0.7

（東南アジア総計） 2.8 5.7 2.9 6.3 1.8 2.5
アメリカ 5.8 8.6 2.5 6.0 2.7 1.9
3．その他世界からの輸入 22.2 25.9 23.6 26.3 10.4 18.9
4．海外コンテント（総計） 44.9 62.1 39.0 61.4 19.0 32.0

（出所）アジア国際産業連関表（2005 年）より筆者計算。
（注）輸出額＝ 100 に基準化すると，国内コンテント（財別）の合計＋海外コンテント（財別あるいは国別）の合計＋

その他世界からの輸入＝ 100 の関係が成立する。海外コンテントは内生国（アジア表では表 7a，b の下段で示
された 10 カ国）で発生した付加価値の合計であり，海外コンテント（財別）の合計と海外コンテント（国別）
の合計は等しい。



し，タイ，マレーシアのハイテク財の国内コン

テントは，23.4 パーセント，21.6 パーセントと

比較的高く，中国，韓国との差は小さい。しか

しながら，ハイテク財以外の国内コンテントが

低いため，海外コンテントへの依存度は高く

なっている。

以上のように，海外コンテントの構成比率を

みると，日本を先頭に北東アジア諸国は域内諸

国に対して中間財を供給する役割を強めている。

他方，東南アジア諸国は，一部の国で周辺国に

対する中間財供給が顕著になったが，中間財の

対外依存度は依然として高いままである。次節

では，生産ネットワークにおける各国の位置づ

けを探るために，国別の VS シェアに加えて

VS1 シェアの変化をみてみよう。両指標に

よって，川下から川上産業に向けて進む雁行型

発展モデルの検証を行うこともできる。

3．国別 VSシェア，VS1 シェアの変化

VS シェア，VS1 シェアと産業発展の関係に

関しては，雁行形態論を念頭に以下のように考

えることができる。最初に FDI 誘致によって

工業化が開始されると，裾野産業が未発達であ

るため，輸入中間財が増加して VS シェアが上

昇する。しかし部品・中間財の輸入代替が進み，

裾野産業が発達すると，VS シェアは低下して

いくと予想される。ただし，表 6 で示したよう

に，1990 年代以降の東アジアでは貿易自由化や

輸送・通信費用の急激な低下によって工程間分

業が進展し，VS シェアは増加する傾向にあ

る(注13)。このように裾野産業の発展を促進す

る産業集積メカニズムが働く一方で，生産拠点

の分散化を押し進める工程間分業が進むので，

VS シェアの趨勢は生産拠点の集積と分散のメ

リットのどちらが大きいかに依存する(注14)。

しかし，同じ時点で各国の VS シェアを比較す

ると，産業基盤が整備された国ほど VS シェア

は低くなる傾向をもつため，上述の産業発展と

VS シェアの非線型な関係は保持されるであろ

う。

他方 VS1 シェアは，輸出で発生する付加価

値のうち，中間財として輸出された後に輸出相

手国で加工されて，（最終財あるいは中間財とし

て）第三国あるいは自国に再輸出される割合を

示している（VS1 シェアの計算方法については付

論 3 を参照）。多くの途上国は，当初農産物，天

然資源など一次産品輸出国として生産ネット

ワークに参入するため VS1 は高い値をとるが，

製造業の発達とともに一次産品輸出のウェイト

は低下していく。他方，製造業の発達に伴って，

当初輸入に依存していた部品・中間財が，国際

市場で競争力を高めれば，VS1 は再び上昇する

と予想される(注15)。

図 5a～5c は，1995 年，2011 年 OECD 国際産

業連関表（REV3）を使って計算した国別 VS

シェア，VS1 シェアを，それぞれ一次産品，製

造業，サービスへと分割した値を示している。

一次産品について示した図 5a によると，1995

年時点では日本，中国，インドネシアの一次産

品の VS シェアは低く，韓国との間に大きな違

いがあった。また，インドネシアの一次産品の

VS1 シェアは突出して高く，マレーシアがそれ

に続いている。反対に韓国，日本の VS1 シェ

アはほぼゼロであった。2011 年には，東アジア

における生産ネットワークの緊密化を反映して，

各国の VS シェアは増大した。VS1 シェアは東

南アジア諸国で増大しており，なかでもインド

ネシアの VS1 シェアは 16 パーセントを越え，
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図 5 VS シェア，VS1 シェアの変化（1995 年，2011 年）

（出所）OECD 国際産業連関表（1995 年，2011 年）より筆者計算
（注）各表において矢印の始点は 1995 年，終点は 2011 年を表す。
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一次産品輸出国としての位置づけをより一層強

めている。

製造業ではインドネシアと日本の位置づけが

逆転して，1995 年当時でも日本の VS1 シェア

は突出して高い（図 5b）。これは，日本が部品・

中間財の輸出国として中心的な役割を果たして

いたことを示唆する。また韓国とマレーシア，

中国とタイを比較すると，どちらの組み合わせ

でも前者の VS シェアは後者よりも低く，反対

に VS1 シェアは高い。つまり，韓国，中国では，

マレーシア，タイと比較して，部品・中間財の

輸入代替が進むとともに輸出国としての位置づ

けを強めていた(注16)。

2011 年になると，製造業の VS シェア，VS1

シェアがともに増大している。特に VS シェア

はインドネシアを除くすべての国で増加してお

り，1995～2011 年の期間に東アジアで製造業の

工程間分業が進展したことを示唆する。しかし，

各国の相対的な位置づけは変わらず，例えば，

韓国，中国の VS シェアはマレーシア，タイよ

りも低いままである。他方，VS1 シェアではよ

り明確なトレンドの変化がみられる。製造業で

は韓国，中国の VS1 シェアが増加し，マレーシ

ア，タイとの差が拡大した。特にマレーシアで

は VS1 シェアが減少したため，韓国との差が 4

パーセント近くになった(注17)。

サービスは，その多くが他産業に投入されて

付加価値が間接的に輸出されるために，他産業，

特に製造業と構造が類似している（図 5c）。例

えば，1995 年の韓国とマレーシア，中国とタイ

の関係は中国の VS1 シェアがタイの VS1 シェ

アを下回っている以外は，製造業と類似した構

造になっている。2011 年には，マレーシアを含

むすべての国で VS1 シェアが微増あるいは増

大している。

以上のように，北東アジア諸国（韓国，中国）

は，工程間分業の進展によって部品・中間財の

輸入依存度を高める一方で，同財の輸出国とし

ての位置づけを強めていった。東南アジア諸国
（マレーシア，タイ）では，部品・中間財の対外依

存度は依然として高いものの，部品・中間財の

輸出国としての位置づけは弱く，川下から川上

産業へと向かう雁行形態型の構造変化や高度化

は明確にはみられない(注18)。

おわりに

本稿は持続的な経済成長にとって必要な輸出

構造の高度化を取り上げ，北東アジア諸国（韓

国，中国，日本）と東南アジア諸国（マレーシア，

タイ，インドネシア）の比較を行った。また

EXPY/PRODY 指標の分解，ハイテク財の付加

価値ベースの輸出比率などのオリジナルな分析

手法を試みながら，輸出構造だけでなく，その

背後にある国内の産業連関や輸入構造も考慮に

入れた。以下では，6 カ国の中でも中国，韓国，

マレーシア，タイの 4 カ国を中心に分析結果を

まとめよう。

一国の輸出構造の高度さをあらわす EXPY

を時系列（1990～2015 年）で分析することによ

り，中国・韓国の北東アジア 2 カ国とマレーシ

ア・タイの東南アジア 2 カ国では，2000 年以降，

輸出構造の高度化に明確な差があることが明ら

かになった。韓国の輸出構造は 2000 年以降高

度化して日本に近づく一方で，マレーシアの輸

出構造の高度化は進んでいない。中国の輸出構

造は順調に高度化してマレーシアを追い越す一

方で，タイの輸出構造の高度化は緩やかなもの
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にとどまった。

さらに，生産段階別 EXPY を用いた分析に

よって，北東アジアと東南アジアの輸出構造の

高度化について，いくつかの点が明らかになっ

た。まず，両地域とも同一の生産ステージ内で

の輸出構造の高度化は進んでいることが分かっ

た。一方で，生産ステージ間の高度化は北東ア

ジア 2 カ国と東南アジア 2 カ国で大きな差があ

ることが分かった。2000 年以降，中国について

は生産ステージ間の高度化が大幅に進み，韓国

についても緩やかに進んでいる一方，タイにつ

いては生産ステージ間の高度化がほぼゼロで，

マレーシアについては生産ステージ間で大幅な

構造の「退化」が起こっていた。

EXPY の変化への寄与度をより詳しくみて

みると，中国や韓国については，消費財から部

品や資本財への生産ステージ間の高度化が進ん

でおり，一方で，マレーシアやタイでは部品や

資本財のシェアが減る一方で，加工品のシェア

が目立って増えていた。加工品には石油化学製

品やパームオイルなどが含まれるため，特にマ

レーシアの場合は，資源関連産業がシェアを伸

ばしたことが大きく影響していると思われる。

中国や韓国の輸出構造の高度化は，いわゆる

雁行形態論で想定される産業構造の高度化に

沿ったものであると言える。輸出の中心が消費

財から部品や資本財へ「後方連関」をたどるよ

うにシフトすることは，雁行形態論の想定その

ものである。一方で，マレーシアやタイでは同

様の産業構造の高度化は進み方が遅く，逆に一

次産品産業からその加工品への「前方連関」を

たどる産業の拡大が，高度化を阻害しているよ

うにみえる。

こうした分析からいえるのは，中国は韓国と

類似の輸出構造の高度化を経験しており，中所

得国の罠に陥らない可能性がある一方，マレー

シアとタイの 2 カ国は加工品産業の隆盛が足を

引っ張るかたちで産業高度化が遅れ，少なくと

も中所得国からの卒業に時間がかかる可能性が

あるということである。

続いて，国際産業連関表を使って付加価値

ベースの輸出比率を計算した。中国の財別輸出

比率と付加価値ベースの輸出比率を比較すると，

ハイテク財を中心に両者の間に乖離がみられた。

同様に，マレーシア，タイでは，ハイテク財の

輸出比率は高いが，付加価値ベースの輸出比率

はそれを大きく下回った。このような傾向は，

外資主導でハイテク財産業が急速に発展した

国々で共通してみられる現象である。

財別の輸出比率と付加価値ベースの輸出比率

の乖離は，輸入投入財を海外に依存するために，

付加価値が海外に漏出したことを示唆する。海

外に漏出した付加価値（＝海外コンテント）の割

合を示す VS シェアを比較すると，ハイテク財

の VS シェアが最も高く，マレーシア，タイで

は 50 パーセントを上回った。またハイテク財

以外の財においても，東南アジア諸国の VS

シェアは北東アジア諸国を上回った。

半導体・集積回路などハイテク財の VS シェ

アを財別に分解すると，ハイテク財の海外コン

テントが高く，（ハイテク財を生産するために）多

くのハイテク部品・中間財を海外に依存してい

たことが明らかになった。他方 VS シェアを国

別に分解すると，東南アジア諸国では，日本を

中心に北東アジア諸国から投入される付加価値

コンテントのシェアが高い。

国別 VS シェア，VS1 シェアの二時点間（1995

年，2011 年）の変化をみると，北東アジア諸国

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―
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が部品・中間財の輸出国としての位置づけを強

めつつある一方で，東南アジア諸国ではそのよ

うな構造変化は明確ではなく，反対に一部の国

では一次産品供給国としての役割を強めた。

以上のように，輸出統計と国際産業連関表を

使った分析は，分析の手法や対象となる期間は

異なるものの，北東アジアと東南アジア諸国の

貿易構造の高度化に関して整合的な見方を示し

た。両地域とも，生産ステージ内での輸出構造

の高度化は進み，洗練された財やハイテク財の

輸出比率が高まっていることが明らかになった。

しかし，北東アジアでは裾野産業が発達し，雁

行型の産業発展に従って川下（消費財）から川

上（部品・中間財，資本財）産業へ向けて輸出構

造が高度化した。他方，東南アジアではそのよ

うな構造変化は明確にみられず，反対に一部の

国では資源関連産業の輸出伸長によって構造の

退化が起こった。

北東アジアと東南アジアでこうした違いが生

まれる要因について，産業連関論の視点と合わ

せて考えると，以下の二つの可能性がある。第

1 に，北東アジアでは自国資本が中心的な役割

を占めるのに対して，東南アジアでは外資に

よって製造業の発展が主導されている点である
（また中国は，当初外資主導で発展したが，次第に

自国資本のウェイトが高まっている）。外資主導

で工業化が進んだ国では，自国資本が主体の国

と比較して，国内企業の技術蓄積が十分に進ま

ず外資への技術依存が継続するとともに，国内

の部品・中間財産業とのリンケージは弱くなり

がちである。その背景として，多国籍企業は高

度なエンジニアリングや設計，R&D を投資先

の途上国ではなく先進国で行うため，途上国に

おける技術水準や技術開発能力の向上は限定的

になる恐れがある［Lall 2000］。また自国の

R&D を通じて先進国の技術を模倣するケース
（北東アジア型）と海外直接投資によって技術を

導入するケース（東南アジア型）を比較すると，

海外直接投資による技術導入では，自国の技術

力が十分に向上せず，外資に依存し続ける必要

があるのに対して，自国で R&D を行う場合に

は，技術が累積的に国内に蓄積されて先進国に

キャッチアップしていくことが理論的に示され

た［Todo 2005，戸堂 2015］。これらの指摘を敷

衍すれば，自国企業の技術習得能力が低いこと

が，東南アジア諸国の高い外資依存度の背後に

ある根本的な原因であり，さらに外資依存度が

高いこと自体が自国企業の技術習得機会を失わ

せていると考えられる。

もう一点は，「資源の呪い（resource curse）」

の議論である。北東アジア諸国は人口当たりで

みた天然資源の賦存は高くなく，また急速な工

業化によって，経済発展の初期の段階で一次産

品輸入国となっている。一方で，東南アジアは

長期にわたって一次産品の純輸出国であった。

こうした天然資源の豊かさは，その価格変動の

大きさや，製造業をクラウディングアウトする

ことから経済発展に必ずしも寄与しないことが

フランケルによって指摘されている［Frankel

2010］。実際にマレーシアでは，2000 年代の資

源ブームにより，地場企業の投資が製造業から

資源関連産業にシフトしているのがみられた
［Kumagai 2018］。

また，本論でも明らかになった中国における

急速な輸出構造高度化の影響も見過ごせない。

中国の急速な経済成長や輸出構造の高度化は，

一方で国際市場における資源価格に影響を与え

るとともに，他方で東南アジア諸国の工業製品
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の輸出競争力にも影響を与えている［丸川2018］。

中国という巨大な工業国の出現が東南アジア諸

国の輸出構造に与えた影響は無視できないであ

ろう。

付論 1．付加価値（国内コンテント）ベース

の輸出額

s 国 i 財の付加価値ベースの輸出額は下式に

よって計算される。

DC
 =v

 ∑
 B

 e
 ……(1a)

ここで，v
 は s 国 i 部門の付加価値率（＝付加価

値額／生産額），n は国際産業連関表における各

国の部門数を示す。B
 はレオンチェフ逆行列

の対角行列の各セルであり，s 国 j 部門の生産

が 1 単位増加した時に s 国 i 部門の生産が何単

位増加するかを示している。e
 は s 国 j 部門

の輸出額（＝中間財＋最終財輸出額）を表してお

り，本論ではこれを外生値として扱い，それに

よって誘発される各国，各部門における付加価

値を計算する。なお，財別の輸出比率および付

加価値ベースの輸出比率は，各国における財別

の輸出額，付加価値ベースの輸出額の部門別

シェアを計算したものである。

付論 2．財別 VSシェアの分解

s 国 j 部門の VS（垂直分業）シェアは，下式に

よって計算される。

VS
 share=100X ∑

 ∑
 v

 B
 ……(2a)

ここで，G は国際産業連関表の内生国の数，v


は r 国 i 部門の付加価値率である。なおレオン

チェフ逆行列の非対角行列であるB
 は，s 国 j

部門の生産が 1 単位増加した時に r 国 i 部門の

生産が何単位増加するかを示す。そのため(2a)

式は，s 国 j 部門の生産が 1 単位増加した時に

自国以外の内生国で発生する付加価値額の割合
（パーセント）を表している。これは，国際産業

連関表が世界中のすべての国，地域を内生国と

して含む場合には，s 国 j 部門の財が 1 単位輸

出された時に海外に漏出する付加価値の割合と

同値である。しかしアジア国際産業連関表の場

合には，内生国が 10 か国に過ぎないため，外生

値であるその他世界からの輸入を加えて，海外

コンテントの総計を計算した（表 7 下段参照）。

VS シェアは 0 から 100 までの値をとり，値

が大きいほど，自国以外の内生国で発生する付

加価値の割合が高いことを示す。なお VS シェ

ア（内生国）は，下記のように付加価値が発生

する国別，財別に分解することができる。

(1) VS シェアの国別（r 国）分解

VS
 share=100X ∑

 v
 B

 . …(3a)

(2) VS シェアの財別（i 財）分解

VS
 share=100X ∑

 v
 B

 . ……(4a)

付論 3．国別 VSシェア，国別VS1 シェア

Hummels, Ishi, and Yi［2001］によって定義さ

れた VS，VS1 を OECD 国際産業連関表に適用

すると，国別（s 国）VS シェア，VS1 シェアは

以下のように計算できる。

VS share=100X ∑
 v B eue

……(5a)

VS1 share=100X v ∑
 B eue

……(6a)
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ここで，v は r 国における付加価値ベクトル（1

行 n 列），B はレオンチェフ逆行列の非対角行

列（n 行 n 列：s 国の各部門の生産が 1 単位増加し

た時に r 国の各部門の生産が何単位増加するかを

表す），e は s 国の輸出ベクトル（n 行 1 列），u

はすべてのセルが 1 の行ベクトル（1 行 n 列）で

ある。そのため，(5a)式は s 国の輸出で発生す

る付加価値のうち，海外で発生する付加価値の

割合を示している。他方(6a)式は，輸出のうち，

中間財として輸出された後に加工されて，（最

終財あるいは中間財として）第三国あるいは自国

に再輸出される付加価値の割合を示している。

(5a)式，(6a)式は，中間財取引を中心に，い

ずれも国境を 2 回以上超える取引を表しており，

東アジアのように工程間分業が進んだ地域での

各国の位置づけを理解するうえで適した指標で

ある。なお本論では，(5a)式，(6a)式に加えて，

同式の分子で計算される付加価値を一次産品，

製造業，サービスの 3 部門に分割し，VS share，

VS1 share に対する各部門の貢献度を計算し

た。

（注 1） 日本についても，1 人当たり実質 GNP
の 1960 年代の伸び率は 9.87 パーセントとなっ
ており，中国・韓国と同様の経路をたどっている
ことが分かる。
（注 2） カプリンスキーとパウリーノはラル

［Lall 2000］の分類に基づく各品目について，単
価のトレンドが負である品目の比率を分析した

［Kaplinsky and Paulino 2005］。その結果，ハイ
テク財ほど単価が低下する財の割合が低く，また，
各財のカテゴリーにおいても高所得国が輸出す
る財ほど単価が低下する財の比率が低いことが
明らかになった。
（注 3） ハウスマン等も指摘しているとおり，

最大品目はサンプル国で最も所得の高いルクセ

ンブルクが多く輸出している品目に影響されて
いる。
（注 4）韓国の場合，世界銀行の基準では 1990

年に高所得国となっている。ただし，韓国の 1
人当たり国民所得はその後も世界銀行による高
所得国の下限に近い値で推移し，明確に高所得
国入りしたのは 2000 年代に入ってからであると
言える。
（注 5） 以下，日本，インドネシアについては，

すべての図表で表示するが，本文中では必要に
応じて言及するのみとする。
（注 6） 経済産業研究所（RIETI）が定義して

いる生産段階別の貿易品目の分類。詳しくは
RIETI-TID の ウ ェ ブ ペ ー ジ を 参 照（https:
//www.rieti.go.jp/jp/projects/rieti-tid/）。
（注 7） 輸出額と同額の付加価値が国内，海外

のいずれかで発生するため，輸出額＝国内コン
テント＋海外コンテントの関係が成立する（さ
らに，国内コンテントおよび海外コンテントは，
合計 9 のコンポーネントに分割可能である

［Koopman, Wang, and Wei 2014］。国内生産要素
による付加価値創出への貢献を示す国内コンテ
ントを用いることによって，貿易統計を使用し
た際に発生する二重計算を避けることができる。
クープマンらはそのような視点から，輸出デー
タではなく，輸出に体化された国内付加価値

（GDP in exports）を使って顕示的比較優位
（RCA）を計測した［Koopman, Wang, and Wei
2014］。本論のアプローチもそれと類似している
が，輸出額や海外コンテントの関係がより明確
な国内コンテントを使って，付加価値ベースの
輸出比率を計算した。
（注 8） 東アジア諸国における貿易・産業構造，

技術水準の急速な変化を考えると，最新の国際
産業連関表を使うことが望ましい。本稿執筆時
に，経済協力開発機構（OECD）が 1995～2011 年
表（REV3）を公表しているが，これらの国際産
業連関表は部門数が少なく（34 部門，62 か国），
ハイテク財の分類に対応してない。他方，アジ
ア国際産業連関表は部門数が多く（2005 年表は
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76 部門，10 カ国）半導体などハイテク財部門に
配慮して部門が構成されている。したがって本
論におけるハイテク財に関する分析では，1990
年および 2005 年のアジア国際産業連関表を用い
る。一方，国別 VS シェア，VS1 シェアの計算に
は，部門分類についての制約がないため，より新
しい時期の変化がみられる 1995 年，2011 年
OECD 国際産業関表（REV3）を使用する。なお，
異なる国際産業連関表を利用する場合には，部
門分類や統計概念などの不突合の問題が発生す
るので十分な注意が必要である。
（注 9） OECD の技術水準別分類（OECD

2011）は，R&D 投入量に基づいて財が分類され
ている。(i) ハイテク財には，航空機，医薬品，
事務機器・コンピュータ，TV・通信機器，医療・
精密機器（ただし，2005 年表では航空機がその
他輸送機械から分離できず，上位中テク財に含
まれている），(ii) 上位中テク財には，電気機械，
自動車，（医薬品を除く）化学製品，その他輸送
機械，機械機器，(iii) 下位中テク財には，造船業，
ゴム・プラスティック，石油化学，非鉄鉱物，基
礎金属・金属製品，(iv) ローテク財には，その他
製造業（リサイクルを含む），木材・紙・紙製品・
パルプ・印刷・出版業，食料・飲料・タバコ，繊
維・衣料・皮革・製靴，などが含まれている。
（注 10） アジア国際産業連関表の作成過程で

は，CIF で評価されている輸入統計から運賃・保
険料を差し引き FOB 価格に変換し，さらに生産
者価格に変換するために，運賃・流通マージンが
取り除かれる。そのため，FOB で評価される輸
出統計とは評価額が一致しない。ただし本論で
は，輸出構造を比較するために各財の輸出構成
比率を用いており，価格評価の影響は限定的と
考えられる。
（注 11） ここで確認のために，技術水準別の

財のカテゴリーにおいて中心的な位置を占める
半導体・集積回路（ハイテク財），自動車（上位中
テク財），アパレル製品（ローテク財）の VS シェ
ア（2005 年）を比較してみよう。これらの財の
VS シェアは，それぞれ，マレーシア63.7 パーセ

ント，70.1 パーセント，38.8 パーセント，タイ
83.0パーセント，56.1 パーセント，26.7 パーセン
ト，韓国47.8 パーセント，30.3 パーセント，24.6
パーセント，中国42.4 パーセント，24.0 パーセン
ト，18.2 パーセントである。これらの数字は表 6
の結果にほぼ対応しているが，マレーシアの自
動車，タイの半導体のように VS シェアが極端に
大きい産業が含まれている。
（注 12） ハイテク財の高い VS シェアによっ

て，ハイテク財の輸出比率と付加価値ベースの
輸出比率に乖離が生じたことは，同時に洗練度
の高い財において輸出比率と付加価値ベースの
輸出比率に乖離が生じる可能性を示唆する（技
術水準別に各財の EXPY（式（3）参照）を計算す
ると，ハイテク財 2 万 7426 米ドル，上位中テク
財 2 万 4887 米ドル，下位中テク財 1 万 9293 米
ドル，ローテク財 1 万 7706 米ドルであり，財の
技術水準と洗練度には相関関係がみられる）。そ
の場合，図 3 で示された韓国とマレーシアある
いは中国とタイの間の輸出財の洗練度の差は貿
易データで示された以上に大きいかもしれない。
（注 13） 東アジアの代表的な経済発展モデル

である「雁行形態論」によると，川下の消費財産
業に続いて川上の中間財，資本財産業でも，輸入
→国内生産（輸入代替）→輸出の順序に従って産
業発展を遂げる［Akamatsu 1962］。ただし，雁
行形態論では，国内生産の結果，輸入依存度が低
下すると想定されているが，1990 年代以降の東
アジアでは，生産ネットワークが拡大したため，
部品・中間財の国際分業が進み，輸入依存度が高
まった。
（注 14） ここで集積のメリットとは，組立業

者と部品サプライヤーの近接性によって得られ
る取引費用や輸送費用の節約であり，他方，分散
のメリットは，途上国への生産拠点移転による
労働コストの節約である。1980 年代後半から起
きた情報通信革命，貿易自由化，経済統合によっ
て輸送・通信費用が下落して，後者のメリットが
相対的に大きくなった。その結果，東アジアに
おいても工程間分業が進展し，生産拠点の分散

東アジアにおける輸出構造の高度化―中所得国の罠へのインプリケーション―

31



が優勢となった。
（注 15） Kuroiwa and Umezaki［2019］は VS

シェア，VS1 シェアをグローバル・バリュー
チェーン（GVC）への参入度を示す指標として使
い，GVC 参入の決定要因に関する計量分析を
行った。その結果，GVC 参入に影響を与える人
口，市場への近接性，関税率，ガバナンス，ロジ
スティクス，単位労働費用などの要因をコント
ロールしたうえで，1 人当たり GDP と VS シェア，
VS1 シェアの間には非線型の関係があり，経済
発展とともに VS シェアは逆 U 字型，VS1 シェ
アは U 字型の経路を辿ることを実証し，本論の
仮説と整合的な結果を導いた。
（注 16） 図 5b をみると，インドネシアの VS

シェアは，日本と同様に低い。しかし，これはイ
ンドネシアの製造業が国際的な生産ネットワー
クに十分に参入していないために起きた現象で
あり，裾野産業が発達した日本とは原因が異なる。
（注 17） 2011 年におけるインドネシアの VS

シェアは日本よりも低くなっている。低い VS
シェアの原因として考えられるのは，インドネ
シアの輸出構造である。インドネシアの製造業
ではローテク財の輸出比率が高く（表 5 参照），
同時にローテク財の VS シェアは低い（表 6 参
照）。また，同じ技術水準の VS シェアを比較し
た場合，他国（例えばマレーシア，タイ）と比較
して，インドネシアの VS シェアは相対的に低く
なっている。
（注 18） 本論では，生産ネットワークにおけ

る各国の位置づけを論じるために VS シェア，
VS1 シェアの 2 つの指標を使ってきた。しかし，
サプライチェーンの長さや上流・下流など，生産
ネットワークにおける各国の位置づけを直接的
に示す指標が開発されている。それらには，
Dietzenbacher, Romero, and Bosma［2005］によ
る平均波及世代数（APL），Fally［2011］による
生産段階数の計測，Antràs et al.［2012］による上
流度指標，Miller and Temurshoev［2015］によ
る下流度指標，Wang et al.［2017］による（生産
波及経路別に分割された）GVC の長さの指標が

含まれる。他方，VS シェア，VS1 シェアは，そ
れらの指標とは異なり，生産ネットワークにお
ける各国の位置づけを直接的に示すものではな
い。しかし VS シェア，VS1 シェアは，国境を越
えた後方連関効果と前方連関効果の強さを示す
ために，生産ネットワークにおける下流および
上流のポジションと密接な関係がある。事実，
猪俣は，東アジア諸国の平均波及世代数を計測し，
1985～2005 年の期間に韓国，中国が東アジアの
生産ネット―ワークの上流方向に移動したのに
対して，マレーシアの位置づけはほとんど変わ
らず，タイは下流に移動したことを明らかにし
た［Inomata 2014, Figur 3.11; Inomata 2017］。こ
れは，（分析の対象年や手法が異なるため完全に
は一致しないが），貿易構造高度化に関する本論
の分析結果と符合する。
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Abstract

Export Upgrading in East Asia: Implications for

the Middle-income Trap

Satoru Kumagai and Ikuo Kuroiwa

The growth rates of Malaysia and Thailand are generally lower than those of Northeastern Asian

countries such as South Korea and China when compared at the same level of per capita income. This

difference could be caused by differences in the degree of export/industrial upgrading. In the first half

of this paper, we construct an export sophistication index and decompose it into within- and between-

production-stage factors. We find that both Northeast and Southeast Asian countries have successfully

upgraded their export structure within each production stage during the period 1990- 2015. However,

after 2000, the Southeast Asian countries have failed to upgrade their export structure to a more

sophisticated production stage, such as capital goods and parts/components. In the second half of this

paper, we analyze trade in value added using international input-output data to investigate the value

added content of high-tech exports. We find a significant change in the share of high-tech exports

when considering the share of domestic content in exports. Furthermore, Southeast Asian countries

have notably high vertical specialization shares ( i.e., the share of foreign content in exports) because

they heavily depend on intermediate inputs supplied by Northeast Asian countries. Moreover, the

flying geese pattern of industrial development, which reflects export structure upgrading from

downstream to upstream industries, is not observed in Southeast Asian countries.
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